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速度制限装置（NR）機能の一時的解除の取扱いについて 

 標記について、別紙の通り各地方運輸局自動車技術安全部技術課長、沖縄総合事務局

運輸部車両安全課長、日本自動車工業会会長及び日本自動車輸入組合理事長に通知しまし

たので了知頂くとともに、遺漏なきようお取り計らい願います。
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速度制限装置（NR）機能の一時的解除の取扱いについて 

 本年４月に自動車の運転業務の時間外労働等に係る規制強化が適用されているところ、今

般、公益社団法人全日本トラック協会から、更なる輸送の効率化を推進するため、牽引車に

おいて、被牽引車が空車時に限って一時的に NR の機能を解除する場合の取扱いについて相

談があった。 

牽引車については、NR が機能していることを前提として、道路運送車両の保安基準の細

目を定める告示（平成 14 年 7 月 15 日国土交通省告示第 619 号）（以下「細目告示」という。）

別添 96「連結車両の走行性能の技術基準」2.3.を適用して被牽引車との連結に係る検討が

行われているところ、今般、牽引車の NR の機能を一時的に解除する場合の取扱いを下記の

とおり整理したので、遺漏なきよう取り扱われたい。 

記 

次の 1．及び 2．の条件を満たす場合であって、かつ、3.の手続きを行う場合には、一時

的に解除可能な NR を装備してもよいこととする。 

1. 車両構造に関する条件

以下を含め、NR 機能を解除した場合における牽引車の最高速度に対応して適用される

保安基準の各規定に適合していること。 

・保安基準第８条に規定する速度抑制装置を備えていること（NR 機能を解除した場合に

おける牽引車の最高速度が 90 キロメートル毎時を超える場合に限る。）。この場合、牽

引車においては、細目告示別添１「大型貨物自動車の速度抑制装置の技術基準」中、５．

に規定する運転者の見やすい位置への表示を確実に行うこと。

・保安基準第９条に規定する走行装置については、NR 機能を解除した場合における牽引

車の最高速度に対応した負荷能力を有するタイヤを備えていること。

・保安基準第 12 条に規定する被牽引車の制動装置については、NR 機能を解除した場合に

おける牽引車の最高速度に対応した制動能力を有する制動装置を備えていること。



 

・細目告示第 15 条、第 93 条及び第 171 条に規定する衝突被害軽減制動制御装置及び保安

基準第 43 条の６に規定する車線逸脱警報装置を備えていること（高速道路等を運行す

るものに限る。）。 

・保安基準第 8 条及び第 53 条に基づき規定される別添 96「連結車両の走行性能の技術基

準」2.3.により牽引自動車の前面及び両側面に表示する最高速度に係る標識については、

当該標識の付近に「制限車」と同程度の大きさの文字により「積載時に限る」と追加表

示すること。 

 

2. 運用に関する条件 

以下の NR 機能を解除する場合の条件を自動車使用者及び運転者が理解し、遵守するこ

と。 

・NR 機能の一時的な解除は、非連結状態または被牽引車との連結時において被牽引車が

空車時に限ること。 

・NR 機能を解除して運行した状況を乗務の記録（いわゆる「日報」）や運行記録等に記録

すること。 

 

3. 解除可能な NR への改造に関する手続き 

① 自動車検査証、基準緩和認定書の記載 

一時的に解除可能な NR への改造を行った車両は、安全確保の観点から運転者が自ら NR

機能を適切に作動させる必要があるため、以下に掲げる基準緩和の制限事項を追加する。 

【制限事項】 

・NR 機能の解除は非連結状態または被牽引車との連結時において被牽引車が空車時に限る。 

・NR 機能を解除して運行した場合は、乗務の記録（いわゆる「日報」）等に記録すること。 

 

今後、使用の本拠の位置を管轄する基準緩和業務を行っている地方運輸局自動車技術安

全部技術課等（以下「技術課等」という。）は、使用者から基準緩和認定書（一括緩和を除

く）の差し替え依頼があった場合、上記 1．及び 2．の条件を満たすこと、並びに解除可

能な NR への改造が自動車製作者により確実に行われたことを別紙１装着証明書で確認後、

基準緩和認定書に制限事項を追記し、自動車検査証の記録事項変更の手続きを案内する。 

運輸支局等の検査窓口担当者は、一時的に解除可能な NR への改造を行った車両の自動

車検査証記録事項変更等の申請があった場合、自動車検査証に記録している「速度制限装

置付」を「速度制限装置付（解除機能付）」に変更するとともに、3.①の制限事項を記録

し、自動車検査証を返付すること。 

なお、基準緩和認定書の差替えを行うことなく運輸支局等の検査窓口に使用者が当該記

録事項変更で来所した場合であっても、上記１．を満たした改造が自動車製作者により確

実に行われたこと、及び２．を自動車製作者から自動車使用者に確実に伝達されたことを、

別紙１装着証明書で確認し、運輸支局等の検査窓口担当者より技術課等へ電話連絡等の方

法により基準緩和認定書の差し替えの調整が技術課等と出来た場合に限り、技術課等の指

示で当該自動車検査証の記録事項変更を行って差し支えないものとする。この場合、運輸

支局等の検査窓口担当者は、基準緩和認定書（一括緩和を除く）を差し替える必要がある

旨を使用者へ伝え、技術課等を案内するとともに当該自動車検査証の記録事項変更の処理

を担当部署と調整し処理を行うものとする。 



 

 

② 検査時の確認 

継続検査等においては、従来通り NR の機能及び運行中機能する装置の保安基準適合性

を確認するものとする。なお、NR の機能確認については、「速度制限装置が装着された大

型トラクタの速度制限装置の機能確認等について（平成 8 年 12 月 27 日自技第 241 号・自

整第 237 号）」のとおり取り扱って差し支えない。 

 

4．使用者が変更となった場合の取り扱い 

既に自動車検査証の記録事項に「速度制限装置付（解除機能付）」の記録がある車両に

ついて、使用者が変更となり新たに基準緩和を申請する場合、装着証明書の再発行は不要

とし、新たな基準緩和認定書には、３．①の【制限事項】の記入を行って差し支えない。 

 

 



発行日 年 月 日

連絡先電話番号

　　　　　　　　　　　速度制限装置（NR）解除機能装着証明書　　　　　　　　　　

車 名 ・ 型 式

上記のとおり速度制限装置解除機能を装着したことを証明します。

装 着 車 の 使 用 者

装 着 年 月 日

装 着 施 工 者

□ 令和6年10月2日付け通達「速度制限装置（NR）機能の一時的解除の取扱いについて」の１．車両構造に関する条件を確認した。

□

車 台 番 号

氏名又は名称

住所

本機能の安全な使用方法や条件を使用者に周知した。

保安基準及び使用者への使用方法等の周知について、チェック欄へチェックを入れてください。

使用者チェック欄　　　　　　□

使用者チェック欄　　　　　　□

速度制限装置（NR)　解除機能の装着施工の内容を装着施工者から説明を受けた。

装着施工者より速度制限装置（NR)　解除機能の使用方法や条件の説明を受けた。

使用者署名欄

別紙１




